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序     文 
 

エジプト・アラブ共和国にて2008年10月より実施中の技術協力プロジェクト「エジプト日本科

学技術大学（E-JUST）設立プロジェクト」は、2011年1月に発生した革命（アラブの春）により、

一時的に日本人関係者が退避するなどプロジェクトの実施に影響を受けましたが、両国関係者の

継続的な貢献により、2012年2月に11名の修士課程第一期修了生を輩出することができました。 

本プロジェクト実施の背景を振り返りますと、質の高い人材を育成・輩出すべき国立大学にお

いて、授業料無料化等に起因する高等教育就学者数の急増によって、教育の極度の｢マスプロ｣化

による教育の質の低下が顕在化し、特に理工系分野は、エジプト・アラブ共和国内に先端的な教

育・研究を行う大学や研究機関が限られることから、多くの優秀な学生が高度な専門教育を受け

るために欧米等の海外の大学院や研究機関に進学、就職するケースが多く、高度な知識・技術を

有する人材が国外に流出している現状があります。 

この現状に対し、エジプト・アラブ共和国の既存の国立・私立大学とは異なる、日本型の工学

教育の特長を活かした｢少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準の教育提供｣をコンセプ

トとする国立大学｢エジプト日本科学技術大学（E-JUST）｣の新設をめざす両国の協力が合意され、

わが国は、技術的指導と研究・教育機材整備の一部を担うことになり、国内の12の支援大学の協

力を得て、2008年10月から5年間の協力期間で｢エジプト日本科学技術大学設立プロジェクト｣が開

始されました。その後、2010年2月には第1期学生を仮キャンパスとなっている国立シティ研究所

（旧名：国立ムバラクシティ研究所）に受け入れ、教育研究活動を開始しました。以来、これま

での協力でE-JUSTの有する7つの専攻における教育・研究に対する技術的支援は軌道に乗りつつあ

ります。 

今般、プロジェクトの開始から約3年半が経過することから、中間レビュー調査団を派遣し、エ

ジプト・アラブ共和国側と合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等の達成状況等を確認する

とともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認する機会を持ちました。

本報告書は、同中間レビュー結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に向け

て、さらには類似プロジェクトの参考として活用されることを期待します。最後に、本調査にご

協力いただいた内外関係者の方々に感謝の意を表するとともに、プロジェクトの活動に対する一

層のご支援をお願いします。 

 

平成24年4月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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A 地点：アレキサンドリア市中心、Ｂ地点：E-JUST キャンパス 
Alexandria is 60 Km far from the university campus in Borg El Arab. Drive from Alexandria to the campus 
takes nominally 1.5 Hrs. 
The university is located at coordinates: N30.867742 E 29.5881345, The co-ordinates can be fed to GPS drive 
assistant to guide travelers on the road. The following map shows the direction as per google maps: 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：エジプト・アラブ共和国 案件名：エジプト日本科学技術大学（E-JUST）設

立プロジェクト 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 高等・技術教育課 協力金額（評価時点）：17.8億円 

 

 

協力期間 

2008.10.13～2013.10.12 

（ 第 1 ス テ ー ジ ： 2008.10 ～

2010.2 

第2ステージ：2010.2～2013.10）

先方関係機関： 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST） 

高等教育省（MOHE） 

国立シティ研究所（CSAT） 

日本側協力機関： 

12国内支援大学（北海道大学、東北大学、東京大

学、東京工業大学、早稲田大学、慶應義塾大学、

名古屋大学、京都大学、京都工芸繊維大学、立命

館大学、大阪大学、九州大学） 

１－１ 協力の背景と概要 

本プロジェクトは2008年10月から5年間の協力期間で開始され、JICA専門家（事務局、大学教

員）及び業務委託契約による大学教員の協同活動のもと、第1ステージと第2ステージの2段階に

分けて実施している。第1ステージでは、「エジプト日本科学技術大学（Egypt-Japan University of 

Science and Technology：E-JUST）において、2009年9月から修士・博士課程第1期生を受け入れ

る条件（基本計画・組織・教育内容・人員・施設・機材）が整う」を目標に活動し、半年の遅

れが生じたものの2010年2月に完了（JCCで合意）し、現在は第2ステージにある。 

第2ステージでは、「E-JUSTの基本理念を実践することにより、世界の科学技術系大学のなか

でトップレベルになるための基盤が確立する」ことを目標とし、本ステージでは、①E-JUST教

員の研究能力が国際水準まで向上する、②E-JUST学生の実践的・創造的な研究能力が研究中心

教育により涵養される、③研究活動を支援する有能な技術職員が確保され機能する、④E-JUST

と在エジプトの産業界の連携が推進される、⑤E-JUST学長を中心とする経営層及び事務局の大

学運営能力が向上する、⑥E-JUSTの組織・研究・教育について、世界に向けて活発に情報発信

される、を期待する成果とした協力を行っている。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトでは、高等教育の極度の「マスプロ化」による教育の質の低下が大きな問題

となっているエジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）において、同国の工学系高

等教育の改革の牽引役となる「E-JUST」を新設・強化するための支援を、第1期生を受け入れ

る条件（基本計画策定、組織・制度形成、教育内容策定、職員雇用・学生の確保、施設・機材

整備）を整える第1ステージと、E-JUSTの教育・研究・組織運営面での能力強化を行う第2ステ

ージの2ステージに分けて実施する。 

 



 

ii 

 （1）上位目標 

E-JUSTがエジプトや中東・アフリカ諸国の経済・社会発展をリードする非常に優秀な人

材を持続的に輩出するようになる。 

 

 （2）プロジェクト目標 

E-JUSTの基本理念を実践することにより、世界の科学技術系大学のなかでトップレベル

の大学になるための基盤が確立する。 

 

 （3）成果 

成果1．E-JUST教員の研究能力が国際水準まで向上する。 

成果2．E-JUST学生の実践的・創造的な研究能力が研究中心教育により涵養される。 

成果3．研究活動を支援する有能な技術職員が確保され機能する。 

成果4．E-JUSTと在エジプトの産業界の連携が推進される。 

成果5．E-JUST学長を中心とする経営層及び事務局の大学運営能力が向上する。 

成果6．E-JUSTの組織・研究・教育について、世界に向けて活発に情報発信される。 

 

 （4）投入（2012年3月時点） 

日本側： 

1）長期専門家派遣：計9名 

（配置：チーフアドバイザー1名、大学教員3名、プロジェクト業務調整員3名） 

2）短期専門家派遣：計50名 

3）調査団派遣：計77名 

4）大学との業務委託に基づく教員派遣：計107名 

5）供与機材：10.4億円 

6）短期本邦研修：計8名 

 

相手国側： 

1）カウンターパート：学長、28名の常勤教員、40名の職員がE-JUSTに勤務（2012年2月

現在） 

2）キャンパス施設：国立シティ研究所（City for Scientific Research and Technology 

Applications：CSAT）の一部と、14棟ある寄宿舎の一部を暫定的な

キャンパスとして活用 

3）プロジェクト事務局執務室：寄宿舎の1棟を国際協力機構（Japan International Cooperation 

Agency：JICA）プロジェクト事務局用として提供 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括  後藤 光 JICA人間開発部高等・技術教育課企画役 

高等教育  高橋 悟 JICA国際協力専門員 

評価分析  竹井 誠 パンテル・インターナショナル取締役 
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調査期間 平成24年1月中旬～3月中旬 

（第1次現地調査：1月20日～2月19日） 

（第2次現地調査：3月5日～3月16日） 

評価種類：中間レビュー 

３ 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 本プロジェクトの主な実績は以下のとおりである。 

 

 （1）成果の達成状況 

成果1 E-JUST教員の研究能力が国際水準まで向上する 

2012年2月末までで、12件の共同研究が実施されている。取得した研究資金は1,930万エ

ジプトポンド（Egyptian Pound：EGP）である。2011年12月時点で会議での発表数とジャー

ナルへの掲載受諾された論文数は下記のとおりである。 

 

学類 

年 

ECCE IDE EEE 

会議 ジャーナル 会議 ジャーナル 会議 ジャーナル

2010 15 6 2 2 8 6 

2011 39 4 18 7 4 12 

2012 6 15 0 6 0 7 

合計 60 25 20 15 12 25 

 

成果2 E-JUST学生の実践的・創造的な研究能力が日本型の研究中心教育により涵養される

第1期生の15名の修士学生はすべて研究室の研究活動に参加しており、そのうち11名は論

文を会議またはジャーナルに投稿し、受諾された。第1期生の博士課程の学生並びに第二期

生は学位論文などを草稿中である。 

 

成果3 研究活動を支援する有能な技術職員が確保され、機能する 

現在8名の技術職員が勤務しているが、全員各学科に所属し、技術部で勤務していない。

技術職員のための組織の骨格と採用については1年前のUniversity Councilで承認されてい

るが、政府予算の制限から十分な人材が採用されていない。 

 

成果4 E-JUSTと在エジプトの産業界の連携が推進される 

E-JUSTと在エジプトの産業界の連携を推進するための組織は作られていないが、いくつ

かの進展がみられる。2012年2月までに、IBM、三菱商事、東北大学、ファルコグループ、

アマゾン、グーグル、カタール国立研究基金など24の産業界やその他の組織から研究資金

を得ていることがその例である。 

 

成果5 E-JUST学長を中心とする経営層及び事務局の大学運営能力が向上する 

経営層及び事務局職員の能力は向上している。経営陣は暫定戦略計画や2012/2013年度の
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予算案や2015年までの予算計画を策定した。一方、このように努力は続けられているもの

の、事務職員については質、量の双方で不十分と判断される。 

 

成果6 E-JUSTの組織・研究・教育について世界に向けて活発な情報発信される 

2008年に中東諸国に向けてPRキャンペーンツアーが行われた。また、2011年にはE-JUST

は3つの国際シンポジウムや会議を開催し、2012年も3つの国際シンポジウムや会議を開催

した。さらに海外の大学や研究機関と27の覚書（Memorandum of Understanding：MOU）が

締結された。 

 

 （2）プロジェクト目標の達成状況 

E-JUSTの基本理念を実践することにより、世界の科学技術系大学のなかでトップレベル

の大学になるための基盤が確立する 

カイロ大学、アインシャム大学、アレキサンドリア大学、カイロアメリカン大学などの

エジプトの他のトップレベルの大学に比べ、現在E-JUSTの教員数は極端に少ない。その中

で、教員あたりの工学分野における国際会議での発表数と国際ジャーナルでの掲載数を比

較すると、E-JUSTは多い。ウェブサイトに公開されているデータに基づいて計算すると、

その数はE-JUSTでは2.9になるが、他の多くの大学は1以下である。 

2011年12月にQuality Assurance Centerの長が採用され、E-JUSTが国家教育の質保証・認定

機関（National Authority of Quality Assurance and Accreditation for Education：NAQAAE）に

より認証されるよう、品質に関する諸活動を行っている。 

 

 （3）上位目標の達成状況 

E-JUSTがエジプトや中東・アフリカ諸国の経済・社会発展をリードする非常に優秀な人

材を持続的に輩出するようになる 

2012年2月に11名の学生が修士号を取得し、その全員が博士課程に進む予定である。

E-JUSTの活動はまだ緒に就いたところであるが、上位目標の達成に向けて進んでいると言

える。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性： 

プロジェクトの妥当性は高いと言える。プロジェクトはエジプト政府並びに高等教育省

の政策や計画に合致し、また日本政府やJICAのエジプト国に対する援助方針や計画とも合

致する。 

 

 （2）有効性： 

プロジェクト内での有効性は高いが、プロジェクトがコントロールすることができない

要因（エジプト政府判断事項等）のために有効性を低くしている点が存在する。そのため

全体としての有効性は中程度と言える。E-JUSTは研究論文や会議での発表などの形で学術

成果を出しているが、経営や事務処理システムについては改善の余地が多くある。
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NAQAAEの認証もまだ取得していない。NAQAAEの認証に必要となる条件の1つが大学キ

ャンパスであり、新キャンパスの建設までは認証取得は困難である。 

 

 （3）効率性： 

プロジェクト内の効率性は高いが、プロジェクトがコントロールすることができない未

達成要因が存在するため、全体の効率性は中程度と言える。日本からの投入は適切にタイ

ムリーに行われているが、エジプトからの投入とコミットメントについては、キャンパス

の建設や政府予算の制限から適切な職員が雇用されていないなど、E-JUST外部要因に起因

する理由から、すべてが計画どおりとは言えない。 

 

 （4）インパクト： 

現在プロジェクトのインパクトは限られているものの、数年あるいは数十年後には多く

の効果がもたらされると期待できる。実際、いくつかのインパクトが発現しており、例え

ば、エジプトのいくつかの大学は学生数を絞って、実践的で品質の高い工学教育や研究を

開始すべきか検討を開始している。またエジプトで初めて学長の選出を公募で行ったが、

今後のエジプトのグッドプラクティスとして適用拡大が検討されている。 

 

 （5）持続性： 

プロジェクト内における教育、研究の持続性は高いが、財務や制度などのプロジェクト

外の要因では、現時点で持続性に懸念を生じさせる部分がある。そのため全体の持続性は

中程度と判断される。E-JUSTの重要性は国家レベルの開発政策並びに計画によって担保さ

れている。学術の面では持続性は確保されつつあるが、組織面並びに財務面での持続性は

いまだ課題が多い。さらにE-JUSTの法的位置づけが法律によって確立されていないこと

も、今後の課題である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

本プロジェクトの効果発現に貢献した主な要因として、以下があげられる。 

 

 （1）TV会議の活用 

E-JUSTと日本の支援大学間の頻繁かつ定期的なTV会議（戦略WG、専攻幹事会合、専攻

会議等）が、日本とエジプト間の緊密なコミュニケーション手段として利用されている。

これにより異なる地点にいる教員が討議に参画するとともに、問題解決に対処することを

可能にしている。 

 

 （2）日本の教員による現地指導 

日本の教員がE-JUSTに滞在し、エジプト人の教員や学生に現地指導を行っている。この

方法により、エジプト側の人材が日本式の教育や研究のやり方をエジプト現地において学

ぶことができている。経験豊かな教員の更なる長期間の滞在が望まれている。 
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 （3）技術部の活動 

技術部は教育研究用機材を専攻共通で使用できるような仕組みを確立するなど効率性、

有効性を高めている。また教員や技術職員の安全に関する認識を高めることに貢献してい

る。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）E-JUSTの法的位置づけの未確立 

E-JUSTの法的位置づけが確立されていないことは、必要な経費や人材を政府に要求する

際に、不利な立場におかれることがある。 

 

 （2）新キャンパス建設の遅れ 

新キャンパス建設の遅れにより、プロジェクトはCSAT内の場所や、学生寮を改修して研

究用スペースとしても使わざるを得ない。これは教員側にも学生側にも不便をもたらして

いる。 

 

 （3）事務職員及び技術職員の採用の遅れ 

いくつかの事務ポストの職員及び技術職員の人材・能力不足は、大学関係者に対して各

種の問題（教員採用や学生募集選考手続きの不備、実験時の安全管理等）を引き起こして

きた。裏方で献身的に働く人材なしに、大学の運営は立ち行かないため、研究のみならず、

これら事務職員の体制整備も急ぐべきである。 

 

３－５ 結論 

次々に生じる課題や困難にもかかわらず、エジプト並びに日本の関係者の多大な努力に支え

られて、E-JUSTはエジプトにおけるユニークな研究主体の大学として着実に展開されてきてい

る。E-JUSTの学術的基礎はある程度固まってきたが、財務や人材などの経営基盤については、

より一層強化する必要がある。 

評価5項目については、妥当性は高いが、有効性、効率性、持続性は中程度である。インパク

トは現時点では結論を出すには時期尚早である。しかしながら、以下に示す提言に対し、適切

な方法で対応していくならば、これらの項目に関する評価は向上していくものと思われる。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 （1）前向きで健全な大学経営 

 規則規律の順守 

E-JUSTは各種の関係者との間で誤解や軋轢が生じないように、大学の内部規則や規律

を順守すべきである。 

 アドミニストレーション機能の強化 

E-JUSTは既存の事務職員に対する訓練を実施し、さらにSupport Services（総務）担当

の副学長を含めて、有能な人材を雇用していくべきである。 
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 技術部の強化 

技術部は教育研究用機材の利用に関して重要な役割を果たす。したがって、E-JUSTは

優秀な人材をもっと雇用すべきである。 

 教員数の増加 

教員数の増加を図るべきである。特にMTR、経営工学・システムマネジメント専攻

（Department of Industrial Engineering & System Management：IEM）、材料工学専攻

（Department of Material Science and Engineering：MSE）専攻不足が目立つ。 

 Common Understanding文書の承認 

E-JUSTのUniversity Council（大学評議会）は日・エの共通理解として作成したCommon 

Understanding文書を公文書として承認すべきである。次にその中で重要な内容につい

てはBy-laws（規則）に反映する手続きをとるべきである。 

 議事録の共有 

E-JUSTは委員会（councils）の議事録を国内支援大学連合（Japanese Supporting University 

Consortium：JSUC）と共有をすべきである。 

 

 （2）E-JUSTの外部に対する重要事項の働きかけ 

 新キャンパスの建設 

E-JUSTはキャンパス建設に関して関係省庁と繰り返し議論をしているが、当面のゴー

ルとして、政府の了解のもと、2012年7月末までに設計会社と契約を締結すべきである。

 E-JUSTの法的位置づけの確立 

特別に設立されたエジプトの国立大学としてのポジションを法的に確立するため、特

別法が制定されるべきである。もしくは、既存の国立大学法（Public University Act）の

部分改正に向けて動くべきである。 

 理学士（bachelor’s degrees of science）学生の入学許可 

科学技術大学として、工学と理学の学際的領域の研究を進めるため、現在は認められ

ていない理学部出身学生の入学について大学最高審議会（ Supreme Council of 

Universities：SCU）から承認を得るべきである。 

 

 （3）理想的な大学モデル構築の努力 

 学生数の増加 

E-JUSTは学生数を増やすために、奨学金を確保するあらゆる可能性を追求し、もって

大学経営の強化をはかるべきである。 

 財務状況の透明化の促進 

E-JUSTは全世界のトップレベルの大学となるため、会計や資産などについて国際標準

に従った透明性の高い管理をすべきである。実際E-JUSTはすでに国際標準に従うため

に必要な手段を講じてきたが、今後もこの観点を強化していくことが望まれる。 

 E-JUSTの学術的卓越性の追求 

工学系教育並びに研究の品質の卓越性を確保するため、E-JUSTはユニーク性と強みを

明確にし、世界中から優秀な教員を招聘すべきである。 
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３－７ PDM（Stage 2）の改訂 

 プロジェクトの進展と現状をかんがみ、エジプト側並びに日本側の双方は議論を重ね、Annex 

3-3に示すようなPDMの改訂案に同意した。 

 

３－８ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

今回の中間レビュー調査から得られた教訓を以下に記す。うち2つは特に今後JICAが新設大学

に対して協力を行う際に参考となるものである。最後の1つは特定の分野に限らず、中間レビュ

ー以降の評価調査全般において参考となるものである。 

 

 （1）関連する法律制定の確認 

新設大学に対する協力に際しては、その大学の設立根拠となる法令や運営のあり方を示

した法律が制定された後に、協力を開始することが望ましい。現在、E-JUSTは大統領令に

よってその存続は保障されているものの、運営面における諸規定は明確でなく、既存の法

律・ルール（国立大学法など）や国際機関として独自の解釈に拠る形をとっている。この

ことが世界クラスの研究大学をめざすE-JUSTにとって大きな障害となっている。すなわ

ち、開学以来必要な予算（特に運営費や研究資金等）を政府から計画どおりに得ることが

できない状況が続いている。 

学長は法令化に向けて同省、国際協力省、大学最高審議会と度重なる折衝を行っている

模様であるが、当面続く政治的不安定さ（2012年6月末に大統領選挙が行われる予定）と相

まってその見通しは依然として不透明である。 

本案件の事前評価報告書には「エジプト政府はE-JUSTを従来の国立大学とは異なる新た

な法律に基づき、独立的な大学として設置予定」であると記載されているが、その法律の

制定については第1ステージ及び第2ステージのプロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）の「前提条件」には明記されていない。 

総じて同国には組織内に有能な中間管理・事務職員が見当たらず、信頼できる情報提供

者が少ないことから、当方が関連法令の有無やその制定に係るプロセスや所要期間を事前

に正確かつ詳細に把握することは困難であったと思われる。しかしそうした事情を抱える

国であればこそ、より一層慎重な態度で接することが肝要である。もとより本案件は「日

本」という国名を冠した外国大学に対する協力であり、その成否はエジプト及び周辺国の

人々のわが国に対する心象にも大きな影響を与えうるものである。 

今後同様な性格を持つ案件の実施に際しては、当該高等教育機関の設立や運営に関する

法律が制定されるのを確認することによって、開始後に生じうる活動の遅延や停滞といっ

たリスクを大幅に軽減することができると思料される。 

 

 （2）アドミニストレーションを含めた協力の実施 

新設大学にとって開学後数年間は極めて重要である。その間にどれだけの実績を示せる

かがその後の発展を左右するといっても過言ではない。実績とは、優秀な人材の育成・輩

出であり、彼らが教員と共同で行う研究成果の産出（学会発表、論文掲載等）である。こ
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うした教育、研究を盛り立てていくのがアドミニストレーションであるが、E-JUSTではそ

の部分が弱く、エジプト国内の他の組織と同様、中間管理・事務職員の能力は低い水準に

ある。あるいはエジプト側に優秀な人材を採用し育成する機運に欠いているところがある。

一例を挙げれば（個人攻撃では決してないことを断っておくが）、人事戦略の立案・実現を

担当する同大学の役職者はもともと人事に必要な経歴を備えている人物とは思われず、現

時点では学長の秘書あるいはメッセンジャーとして、指示されたことをこなしているだけ

のように見受けられることがある。その他、職員採用は公募形式でありつつも縁故者が一

部で採用されているとの声も聞かれ、透明性の確保が必要である。 

E-JUST創設以来、日本は教育・研究面においてエジプト側の自助努力を支援してきたが、

アドミニストレーションを含め、今後も想定内外の困難が待ち受けているものと思われる。

ここで一口にアドミニストレーションといっても、大学全体の将来構想を練ることから、

予算の確保の獲得・執行、人事、会計処理、産業界との連携強化、さらには日常の連絡・

報告等の雑務に至るまで幅広い領域にまたがる。しかしE-JUSTが一流の大学になるために

は規律ある組織風土を醸成することは不可欠であり、その点では日本側もアドミニストレ

ーションを含む協力に本腰を入れて取り組まざるをえない状況にあるといえる。今後の新

設大学への協力にあたっては、教育・研究のみならず、アドミニストレーション、更には

マネジメント（大学経営）の領域まで含めて考える必要がある。 

 

 （3）PDM記載事項の説明 

今回の中間レビュー調査では既存のPDMに沿って評価を行うとともに、プロジェクトの

現状にかんがみてPDMの改訂案を作成しミニッツに添付した。その過程において、PDMに

記載された項目や指標の意味を理解することが困難なものもあった。 

JICAの事業において、後々の関係者らがスムーズに業務を遂行できるよう、今後の事前

評価調査や詳細計画策定調査においては、どのような背景で、どのような意図をもって

PDMの項目や指標を設定したのかについて解説しておく（具体的には報告書に記載してお

く）ことが望ましい。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 （1）調査の背景・経緯 

エジプト・アラブ共和国（以下「エジプト」と記す）では、高等教育就学者数の急増によ

り、教育の極度の｢マスプロ｣化が進行し、教育の質の低下が顕在化している。特に、理工系

分野においては、多くの優秀な学生が高度な専門教育を受けるために欧米等の海外の大学院

や研究機関に進学して、卒業後も留学先の国で就職するケースが多く、高度な知識・技術を

有する人材が国外に流出している。 

上記のような状況にかんがみ、エジプト政府は既存の国立・私立大学とは異なる、日本型

の工学教育の特長を活かした｢少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準の教育提供｣

をコンセプトとする国立大学｢エジプト日本科学技術大学｣（E-JUST）を新設するための支援

をわが国政府に要請した。 

E-JUSTの設立にあたり、エジプト側が教職員採用やキャンパス・施設建設を担当し、わが

国側は技術的指導と研究・教育機材整備の一部を支援する計画とし、JICAは、2008年10月か

らから2013年10月までの5年間の協力期間となる技術協力プロジェクト｢E-JUST設立プロジェ

クト｣（以下、「本プロジェクト」と記す）を開始した。その後、2009年にエジプト大統領令

によりEJUSTが正式に発足し、教育研究活動が開始されてからこれまでの協力で、E-JUSTの

有する7つの工学系専攻のすべてが開設に至った。本プロジェクトは高等教育省傘下のE-JUST

をカウンターパート（Counter Part：C/P）機関とし、わが国側支援体制はわが国の12の大学が

参加する国内支援委員会の下、E-JUSTの7専攻それぞれに支援大学が選ばれ、JICAとの業務委

託契約により年間延70名程度の教員が現地に入り教育・研究支援を行っている。加えて、チ

ーフアドバイザー、学類長アドバイザー、業務調整員等7名の長期専門家の派遣を行い、E-JUST

プロジェクト事務局（以下、「事務局」と記す）として活動している。 

このように本プロジェクトはJICA専門家（事務局、大学教員）及び業務委託契約による大

学教員の協同活動のもと、第1ステージと第2ステージの2段階に分けて実施している。第1ス

テージでは、「E-JUSTにおいて、2009年9月から修士・博士課程第1期生を受け入れる条件（基

本計画・組織・教育内容・人員・施設・機材）が整う」を目標に活動し、半年の遅れが生じ

たものの2010年2月に完了し、現在は第2ステージにある。 

第2ステージでは、「E-JUSTの基本理念を実践することにより、世界の科学技術系大学のな

かでトップレベルになるための基盤が確立する」ことを目標とし、本ステージでは、①E-JUST

教員の研究能力が国際水準まで向上する、②E-JUST学生の実践的・創造的な研究能力が研究

中心教育により涵養される、③研究活動を支援する有能な技術職員が確保され機能する、④

E-JUSTと在エジプトの産業界の連携が推進される、⑤E-JUST学長を中心とする経営層及び事

務局の大学運営能力が向上する、⑥E-JUSTの組織・研究・教育について、世界に向けて活発

に情報発信される、を期待する成果とした協力を行っている。 

2013年10月のプロジェクト終了を控え、プロジェクトの活動の実績・プロセス及び成果を

評価・確認するとともに、今後のプロジェクト及びE-JUSTに対する提言を導くため、今次、

中間レビューを実施した。 
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 （2）調査の目的 

今回実施の中間レビュー調査では、E-JUSTと本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析

するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、評価報告

書に取りまとめ、合意することを目的とする。具体的には、 

1）PDMに基づき、日本人専門家及びカウンターパートにインタビュー等を行い、エジプト

側関係機関とともに、プロジェクトの実績及びプロセスを取りまとめる。 

2）PDMに基づき、評価5項目の観点から評価（主に妥当性、効率性）するとともに、プロジ

ェクトの貢献・阻害要因を分析する。 

3）評価結果についてエジプト側関係機関と共有のうえ、プロジェクト運営上の課題とその

解決のために必要な活動についてカウンターパートと協議・提言する。 

4）評価結果をもとに、類似案件の参考となる教訓を得る。 

 

１－２ 調査団構成 

担 当 氏 名 所   属 

総括 後藤 光 JICA人間開発部高等・技術教育課企画役 

高等教育 高橋 悟 JICA国際協力専門員 

評価分析 竹井 誠 パンテル・インターナショナル取締役 

 

１－３ 調査日程 

今回は、収集が必要な情報量が多いこと、また、議会選挙が予定されているため現地の情勢が

不安定でプロジェクト合同調整委員会（JCC）（写真3参照）の日程が確定していないこと等から、

情報収集と分析を行う第1次現地調査と合同調整委員会にてその結果を報告する第2次現地調査の

2回に分けての作業とした。 

全体調査期間：2012年1月中旬～3月中旬 

・第1次国内業務：1月中旬 

・第1次現地調査：1月20日（金）～2月19日（日）（竹井団員） 

・第2次国内業務：2月下旬～3月上旬 

・第2次現地調査：3月6日（火）～3月16日（金）（後藤総括、高橋団員、竹井団員） 

後藤総括：3月11日（日）～3月14日（水） 

高橋団員：3月11日（日）～3月15日（木） 

竹井団員：3月5日（月）～3月16日（金） 
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表１－１ 第2次現地調査並びに官団員調査日程 

月日 曜日 
活  動 

後藤 高橋 竹井 

3月4日 日   日本発（QR 803） 

3月5日 月   
ア レ キ サ ン ド リ ア 着

（QR 510） 

3月6日 火   
データ収集、データ分

析、報告書案作成 

3月7日 水   
データ収集、データ分

析、報告書案作成 

3月8日 木   
データ収集、データ分

析、報告書案作成 

3月9日 金 日本発 日本発 
データ収集、データ分

析、報告書案作成 

3月10日 土 アレキサンドリア着 アレキサンドリア着 
データ収集、データ分

析、報告書案作成 

3月11日 日 会合 会合 会合 

3月12日 月 会合 会合 会合 

3月13日 火 会合 会合 会合 

3月14日 水 会合（JCC）（写真3参照） 会合（JCC）（写真3参照） 会合（JCC）（写真3参照）

3月15日 木 アレキサンドリア発 データ整理 データ整理 

3月16日 金  アレキサンドリア発 データ整理 

3月17日 土   アレキサンドリア発 
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１－４ 主要面談者 

 

表１－２ 主要面談者一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－５ 中間レビューの方法 

 （1）中間評価の方法 

中間評価は、プロジェクトの開始後のおおむね中間時点において、プロジェクトの実績と

実施プロセスを把握し、評価5項目の観点から評価を行い、その結果、必要に応じて残された

期間内の活動の見直しや運営体制の強化を図ることを目的として実施される。 

実績と実施プロセスについて検証し、また表1-3に示す評価5項目の観点から、プロジェクト

の進捗状況並びに達成の見込みについて評価を行い、同時にプロジェクトの終了後次のフェ

ーズを実施することが適当かを検討した。それらの結果は本報告書の第2章並びに第3章に示

す。 

 

No. Name Position Organization

1 Professor Ahmed B. Khairy President E-JUST

2 Professor Ahmed Abo-Ismail Vice President, Education and Academic Affairs E-JUST

3 Professor Mohamed El-Sharkawy Vice President, Research E-JUST

4 Professor Mohamed El-Sayed Ragab
Dean, School of Electronics, Communications and
Computer Engineering

E-JUST

5 Eng. Amir Wassef
Adviser to the President,
International and External Relations

E-JUST

6 Dr. Amr B. Eltawil
Acting Chairperson
Industry Engineering and System Management

E-JUST

7 Dr. Nermine A. Harraz
Associate Professor
Industry Engineering and System Management

E-JUST

8 Professor Ibrahim M. Ismail Head of the Quality Assurance Center E-JUST

9 Ms. Nermine Ahmed Nadeer Manager, Human Resources E-JUST

10 Ms. Solava Salah Recruitment and Employee Development Department E-JUST

11 Mr. Hossam El-Deen Kamal  Finacial Manager, Finacial Affair E-JUST

12 Ms. Nadia El-Telaidaity Acting Manager, Education Affair E-JUST
13 Dr. Yasutaka Wada Assistant Professor Waseda University
14 Dr. Victor Goulart Associate Professor Kyushu University
15 Dr. Koichi Nakamura Associate Professor Kyoto University
16 Ms. Matsuda Mayumi JICA consultant on Quality Assuarance PACET Corp.
17 Ms. Geraldine S. Batoon JICA consultant on Finance and Account iCube, Inc.
18 Proffesor Ozawa Katsuhiko Chief Advisor JICA Expert

19 Professor Ichimura Teijiro
Advisor for Dean of School of Energy and Environmental
Engineering

JICA Expert

20 Professor Kawasaki Zenichiro
Advisor for Dean of School of Electronics,
Communication and Computer Engineering

JICA Expert

21 Dr. Matsushita Yoshihisa Advisor for Head of Technology Department JICA Expert
22 Mr. Iwasaki Akihiro Chief Project Coordinator JICA Expert
23 Ms. Adachi Mariko Project Coordinator/Education System JICA Expert
24 Mr. Okano Takasei Project Coordinator/Distance Learning JICA Expert
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表１－３ 評価5項目 

評価項目 評価の視点 

妥当性 

（Relevance） 

プロジェクト目標及び上位目標とプロジェクトに関連する政策との整合性、

受益者のニーズとの合致度、プロジェクトの計画の論理的整合性を検証す

る。 

有効性 

（Effectiveness） 
プロジェクト目標の達成の見込みとそれに対する成果の貢献度を分析する。

効率性 

（Efficiency） 

投入が成果にどのようにどれだけ転換されたか、投入された資源の質、量、

手段、方法、時期の適切度の観点からプロジェクトの実施過程における効率

性を検証する。 

インパクト 

（Impact） 
プロジェクトによって生じた正負の影響を検証する。 

持続性 

（Sustainability） 

プロジェクト終了後もプロジェクト実施による便益が持続されるか否かの

見通しをマネジメント的、財務的、組織的観点から検証する。 

 

 （2）基本的な考え方 

① 中間レビューに用いるPDMはステージ2を用いる。ただし、成果の発現や阻害要因とし

てPDM（ステージ1）の指標が影響している場合は前者も参照する。 

② PDM（ステージ2）の内容に修正が必要であると考えられる場合は、その内容について

E-JUSTと協議を行い、必要に応じて参考資料として調査団ミニッツに添付する。（PDM

を変更する場合は別途手続きを行う） 

③ 中間レビュー調査団はこれまでのプロジェクトの活動評価を行うこととし、本プロジ

ェクトのフェーズ2や無償資金協力等については協議の対象としない（本プロジェクト

は5年間で新設大学の立ち上げが完了することを想定しておらず、当初より“10年計画”

で支援することとしている。フェーズ2の実施にあたっては2012年夏の要望調査時にエ

ジプト側からの要請書が必要）。 

④ E-JUST支援に係るエジプト政府の取り組みは新政権発足後に改めて確認する。アラブ

の春の影響でエジプト政府は暫定政権により運営されており、2012年上期に人民議会

選挙を終え、5月下旬に大統領選挙が想定されていることから、中間レビューの段階で

はE-JUSTを支えるエジプト側の恒久的な体制を確認することは困難であるため。 

 

 （3）評価グリッドの確認 

調査団の準備した評価グリッド（付属資料2）に基づき、実績、プロセス、評価5項目の認

識をすり合わせる。 
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第２章 プロジェクトの実施体制、実績と達成状況 
 

２－１ プロジェクトの実施体制 

エジプト側の実施機関は、エジプト日本科学技術大学（E-JUST）である。同大学は、両国で交

わされた二国間協定（2009年3月26日）と、その後発布された大統領令（2009年5月30日）により

エジプト政府が設置した新設の大学である。アレキサンドリア郊外のニュー・ボルグ・エル・ア

ラブ市に確保された土地に、エジプト政府により新キャンパスが建設される予定であり、それま

での間は、近隣の国立シティ研究所（旧名：国立ムバラクシティ研究所）と寄宿舎棟を仮キャン

パスとして教育・研究が実施されている。 

日本側は、産官学によるオール・ジャパンによる支援体制を形成し、国内の12の支援大学によ

る協力が行われている。E-JUSTには工学系の3学類に7つの専攻があり、12の支援大学の中からそ

れぞれ1つの専攻幹事校が選定されている。7専攻を支援している専攻幹事（4つの大学）はJICAと

業務委託契約を締結のうえ教員を派遣し、各専攻への教育や研究協力が行われている。業務委託

契約を締結していない大学からは、長期・短期専門家の派遣、調査団員の派遣、共同研究やセミ

ナーの実施、大学アドミニストレーション、マネジメントへの協力などが行われている。 

 

２－２ プロジェクトの計画概要と基本構造 

２－２－１ プロジェクトの計画概要 

R/Dで合意されたPDMの内容は以下のとおり。 

 

（1）上位目標 

E-JUSTがエジプトや中東・アフリカ諸国の経済・社会発展をリードする非常に優秀な人

材を持続的に輩出するようになる。 

 

（2）プロジェクト目標 

E-JUSTの基本理念を実践することにより、世界の科学技術系大学のなかでトップレベル

の大学になるための基盤が確立する。 

 

（3）成果 

成果1：E-JUST教員の研究能力が国際水準まで向上する。 

成果2：E-JUST学生の実践的・創造的な研究能力が研究中心教育により涵養される。 

成果3：研究活動を支援する有能な技術職員が確保され、機能する。 

成果4：E-JUSTと在エジプトの産業界の連携が推進される。 

成果5：E-JUST学長を中心とする経営層及び事務局の大学運営能力が向上する。 

成果6：E-JUSTの組織・研究・教育について世界に向けて活発な情報発信される。 

 

２－２－２ プロジェクトの基本構造 

本プロジェクトにおける日エ両国の協力は、次の図2-1に示すとおりである。 
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図２－１ E-JUST設立支援の概要 

 

その中で、日本側が協力する部分の実施体制は次の図2-2及び図2-3のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ E-JUST実施体制 

1

E-JUST設立支援の概要

1

機材整備（教育・研究機材）

施設整備（キャンパス・校舎）

技術協力
プロジェクト

• 専門家派遣：
- 長期: 8名
- 短期: 各専攻14人月/年

（業務委託契約）

• 研修員受入：
(主にE-JUST教員・職員)
- 短期研修（研究、

教育、組織運営）

• 機材供与：
- 研究・教育用機材
（無償機材の補完）

• 活動経費：
- 共同研究費 等

技術協力＋無償資金協力（予定）
＋エジプト側負担

組織形成・能力強化

「学生第一期生を受け入れる為の最低条件の整備」
• 組織体制と運営計画の形成

• 教育プログラム（カリキュラム・シラバス・教材）の機材の整備

• キャンパス・施設の基本構想・設計の検討

• E-JUST職員（経営層・教員・事務職員）の確保と基礎研修

• E-JUSTの広報と優秀な第一期学生の確保

ステージ1 ('08.10-’10.02)

「世界トップレベルの大学になるための基盤の形成」
• 教員の研究能力の向上（国際的水準）

• 研究中心教育の導入・実施（学生の実践的・創造的な研究能力涵養）

• 産業界との連携推進

• 経営層・事務局の大学管理運営能力の向上

ステージ2 (‘10.02-’13.9)

エジプト側負担

4

E-JUST実施体制

 

 

4

国内支援委員会
（国内支援大学、関連省庁、産業界）

JICA
人間開発部

大学戦略・組織運営WG

キャンパス施設WG

Project Advisor

学類長アドバイザー
（長期専門家）

E-JUST特任教授
（若手教員）

JICAエジプト事務所

<E-JUST>

高等教育省

Project Coordinators

E-JUST客員教授
（シニア教員）

<学類(School)>

<専攻（Department）>

President

Dean

<経営>

Chair

日本側 エジプト側

<事務局>

E-JUST建設委員会

アドバイス

アドバイス

専攻幹事（支援）大学
派遣・支援

派遣・支援

Board of 
Trustees

Univ. council

業
務
委
託
契
約

設
置

日本大使館 JETRO

現地ODAタスクフォース

専攻支援チーム

学長アドバイザー
（短期シャトル型）

JICA事務局
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図２－３ 国内支援大学の専攻支援分担 

 

２－３ 投入実績 

２－３－１ 日本からの投入 

（1）長期専門家の派遣 

これまで合計9名の長期専門家が派遣されており、2012年2月現在、7名が従事している。 

 チーフアドバイザー 

 電気・電子情報学類（School of Electronics, Communications & Computer Engineering：

ECCE）長アドバイザー 

 エネルギー・環境工学学類（School of Energy & Environmental Engineering：EEE）長ア

ドバイザー 

 技術部長アドバイザー 

 総括業務調整 

 教育政策/業務調整 

 遠隔教育/業務調整 

 

（2）短期専門家（支援大学の教員等）の派遣 

2012年2月までに、以下の数の短期専門家が派遣された。 

 JICA-大学間の業務委託契約に基づく短期専門家：延べ107名 

 短期専門家：延べ50名 

 ミッションメンバー：延べ77名 

 

5

国内支援大学の専攻支援分担

 

 

創造理工
学類

電気・電子
情報学類

エネルギー・
環境工学類

電子・通信工学専攻

コンピュータ・情報工学専攻

材料工学専攻

経営工学専攻

メカトロ・ロボティクス専攻

化学・石油化学工学専攻

資源・環境工学専攻

東北大学

早稲田大学

東京大学

慶應義塾大学

東京工業大学

名古屋大学

京都大学

京都工繊大学

立命館大学

大阪大学

九州大学

北海道大学

国内支援大学

京都大学

早稲田大学

九州大学

専攻幹事

工学系
学部

/研究科

ＪＩＣＡ

プロジェクト

事務局

京都大学

東京工業大学

早稲田大学

東京工業大学

E-JUST組織

専攻幹事大学と業務委託
契約を締結

理事会

学長

早稲田大学

九州大学

総括幹事

京都大学

【学類長アドバーザー（長期専門家）】

【学類長アドバーザー（予定）】

大学戦略・組織運営WG委員

【学類長アドバーザー（長期専門家）】



 

－9－ 

表２－１ 年度ごとの短期専門家派遣実績（人） 

短期専門家の種類 2008年 2009年 2010年 2011年 合計 

JICA-大学間の業務委託契約に基づく

教員派遣 
0 28 41 38 107 

短期専門家 11 24 8 7 50 

ミッションメンバー 22 16 12 27 77 

 

（3）短期本邦研修 

これまで8名が短期本邦研修として日本を訪問した。 

 

（4）機材供与 

総額10.4億円相当の機材がJICAからE-JUSTへ供与されることになっているが、その大部

分が2012年3月末までに納入される予定である。（写真2参照） 

 

（5）共同研究費（Joint Research Expenses） 

科学技術振興機構（JST）の資金による東北大学との共同研究を実施する機会がE-JUST

に与えられた。 

 

２－３－２ エジプトからの投入 

（1）カウンターパート 

2012年2月現在、学長以下、28名の常勤教員、40名の職員（庭師、門番などの職員は除く）

がE-JUSTに勤務している。 

 

（2）キャンパス、施設、付属するインフラの建設 

施設、付属するインフラも含め、新キャンパスの建設はまだ着手されていない。現在恒

久キャンパスの建設に向けて、設計業務の契約締結の過程にある。現在、CSATの一部（写

真4参照）と、14棟ある寄宿舎の一部（写真5参照）を暫定的なキャンパスとして使用して

いる。 

 

（3）プロジェクト事務局の活動費 

寄宿舎の1棟がJICAプロジェクト事務局用に提供されており（写真5参照）、エジプト側か

ら什器並びに光熱費などがエジプト側から支払われている。 

 

（4）機材・機器の運用保守費 

機材・機器の設置スペースが限られている。すべての機材を設置するためにさらに別の

建物の改築改装をする必要がある。運用保守費は予算上配算されているが、まだ執行され

ていない。 

 

２－４ 活動実績 

活動については、成果3（研究活動を支援する有能な技術職員が確保され、機能する）に係る活
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動が大幅に遅れている。また成果4（E-JUSTと在エジプトの産業界の連携が推進される）並びに成

果5（E-JUST学長を中心とする経営層及び事務局の大学運営能力が向上する）に係る活動にある程

度の遅れが生じているものの、その他についてはおおむね計画どおりに実施されている。これら

一部活動の遅れについては、次項にその状況や原因を記述する。 

 

２－５ 成果（アウトプット）達成状況 

プロジェクトの活動によってもたらされた成果の概要は以下のとおりである。 

 

成果1．E-JUST教員の研究能力が国際水準まで向上する 

 

2012年2月末までで、12件の共同研究が実施されている。取得したファンドは1,930万EGPである。 

2011年12月時点で会議での発表数とジャーナルへの掲載が受諾された論文数は下記のとおりで

ある。 

 

表２－２ 学類別、年度別の会議とジャーナルの論文数（件） 

学類 

年 

ECCE IDE EEE 

会議 ジャーナル 会議 ジャーナル 会議 ジャーナル

2010 15 6 2 2 8 6 

2011 39 4 18 7 4 12 

2012 6 15 0 6 0 7 

合計 60 25 20 15 12 25 

 

成果2．E-JUST学生の実践的・創造的な研究能力が日本型の研究中心教育により涵養される 

 

第1期生の15名の修士学生はすべて研究室の研究活動に参加しており、そのうち11名は論文を会

議またはジャーナルに投稿し、受諾された。第1期生の博士課程の学生並びに第2期生は学位論文

などを草稿中である。 

研究中心教育の導入計画という表題の1つとまとまった計画書は作成されていないが、

Engineering Postgraduate Programs, Academic Staff By-Laws, E-JUSTのホームページなどを統合する

と、研究中心教育の導入計画が策定されたことになり、これらはE-JUST経営層により承認されて

いる。 

日本側関係者から「研究中心教育になっているか否かは、学類や専攻によって差がある。必ず

しもすべての学類・専攻で研究中心の日本型となっていると言い切れない。」「これまでは結果的

に、学生が少なくほぼマンツーマンで対応できてきたので、研究中心の教育に進んできた。今後

もこれが維持できるように、教員と学生の比を適切なものに抑えていくのが肝要である。」という

意見が聞かれた。またエジプト側関係者からも「E-JUST全体に研究中心教育がいきわたるまでに

は、まだしばらく時間がかかるであろう。」という意見が聞かれた。 

組織としては、学長の下に4名の副学長（Vice Presidents）のポストがあり、それら4名の副学長

の担当は1）教育、2）研究、3）国際、4）総務となっている。さらに、教育担当副学長の下に3つ
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の学類がありそれぞれに1名ずつの学類長（Dean）がアサインされる。それら3つの学類はECCE、

創造理工学類（School of Innovative Design Engineering：IDE）、EEEである。これら3つの学類の中

に7つの学科（Program）があり、各学科に1名の学科長がアサインされる。7つの学科は電子通信

工学専攻（Department of Electronics and Communications Engineering：ECE）、コンピュータ・情報

工学専攻（Department of Computer Science and Engineering：CSE）、メカトロ・ロボティクス工学専

攻（Department of Mechatronics and Robotics Engineering：MRE）、IEM、MSE、資源・環境工学専攻

（Department of Energy Resources and Environmental Engineering：ERE）、化学・石油化学工学専攻

（Department of Chemical and Petrochemical Engineering：CPE）である。 

なお教育担当の副学長と研究担当の副学長は2011年6月に任命されたが、他の2つの副学長ポス

ト（国際担当並びに総務担当）は現在空席である。 

 

成果3．研究活動を支援する有能な技術職員が確保され、機能する 

 

現在8名の技術職員が勤務しているが、全員各学科に所属し、技術部で勤務していない。技術職

員のための組織の骨格と採用については1年前のUniversity Councilで承認されているが、政府予算

の制限から十分な人材が採用されていない。 

技術部に所属する技術職員数は不十分であるが、日本人長期専門家のカウンターパートである

技術部Co-directorが2011年12月にアサインされ、1月末から2月にかけて研修（Capacity Development 

of Co-Director of the Technology Management Department）のため日本に派遣された。 

 

成果4．E-JUSTと在エジプトの産業界の連携が推進される 

 

E-JUSTと在エジプトの産業界の連携を推進するための組織は作られていないが、いくつかの進

展がみられる。 

2009年の夏、E-JUSTはアレキサンドリアとニュー・ボルグ・エル・アラブ市の企業に対して大

きな広報イベントを行い、その時ファルコ社が2名分のPhD向け奨学金の供与を決めた。このファ

ルコ社の会長であるHassan Abbas Helmy氏が、理事会（Board of Trustees：BOT）におけるエジプト

の産業界の代表となることが2012年3月承認された。そのイベントの後は個別企業訪問を行ってい

る。 

ユニテル社の会長であり、ニュー・ボルグ・エル・アラブ市の理事会の元メンバーである、Waseef

氏がAdviser to the President, International and External RelationsとUniversity Councilのメンバーに就

任している。 

さらにE-JUSTは2012年2月までに、IBM、三菱商事、東北大学、ファルコグループ、アマゾン、

グーグル、カタール国立研究基金など24の産業界やその他の組織から研究資金を得ている。 

産学連携支援担当部署（知的所有権の取得・管理を含む）の制度設計・設置と専門職員の研修

などは実施されていないが、「現在大学の設立・確立の段階であり、学内の教育研究プログラムの

改善に集中すべきで、産業界と連携強化はその後とすべきであろう。」という意見がエジプト側関

係者から聞かれた。 
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成果5．E-JUST学長を中心とする経営層及び事務局の大学運営能力が向上する 

 

経営層及び事務局職員の能力は向上しているが、まだ不十分な点は多い。 

例えば、経営陣は暫定戦略計画や2012/2013年度の予算案や2015年までの予算計画を策定したも

のの、まだ承認された中期計画は存在しない。 

また、各種の努力は続けられているものの、事務局職員については質、量の双方で不十分と判

断される。 

中期計画については、エジプト側関係者から次の意見が出された。「新キャンパスの設置が中期

計画の中心だと思う。これは政権の問題に絡み、現在の状況を考えるとそれなりの時間がかかる

問題であると思う。」さらに、日本側関係者からは、次のような意見が出された。「現在大学の設

立と運用の双方が同時並行的に行われており、それが作業を複雑にしている。」 

大学運営能力がまだ不十分であるという点は、学生数が計画より少ない、さらに途中退学して

いく学生がいるという現象ももたらしている。これらの現象は、大学の経営の根幹を揺るがすも

のであるが、学生数が少ないのは高等教育省からの奨学金の制限によるためであり、これが改善

されれば解決されると楽観的に見ている関係者もいる。 

 

成果6．E-JUSTの組織・研究・教育について世界に向けて活発な情報発信がなされる 

 

2008年に中東諸国に向けてPRキャンペーンツアーが行われた。また、2011年にはE-JUSTは3つの

国際シンポジウムや会議を開催し、2012年も少なくとも3つの国際シンポジウムや会議を開催する

予定である。さらに海外の大学や研究機関と27のMOUが締結された。 

 

２－６ プロジェクト目標達成の見通し 

E-JUSTの基本理念を実践することにより、世界の科学技術系大学のなかでトップレベルの大学

になるための基盤が確立する 

 

カイロ大学、アインシャム大学、アレキサンドリア大学、カイロアメリカン大学などのエジプ

トの他のトップレベルの大学に比べ、現在E-JUSTの教員数は極端に少ない。その中で、教員あた

りの工学分野における国際会議での発表数と国際ジャーナルでの掲載数を比較すると、E-JUSTは

多い。ウェブサイトに公開されているデータに基づいて計算すると、その数はE-JUSTでは2.9にな

るが、他の多くの大学は1以下である。このように研究成果という点では、世界の科学技術系大学

のなかでトップレベルの大学になるための基盤が確立しつつあると言える。 

一方、今後の一層の努力を必要とする点も多い。学生数が計画より少ないという現象がその一

つである。また、海外からの留学生の受け入れはまだ開始していないが、その数を増やしていく

ことも今後の課題である。これらを総合的に勘案しつつ、理想的な大学モデル構築に向けて努力

していく必要がある。 

2011年12月にQuality Assurance Centerの長が採用され、E-JUSTが国家教育の質保証・認定機関

（NAQAAE）により認証されるよう、品質に関する諸活動を行っているものの、その道程は長い。

さらに会計や資産などについて国際標準に従った透明性の高い管理を行っていく必要もある。 
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２－７ 上位目標達成の見通し 

E-JUSTがエジプトや中東・アフリカ諸国の経済・社会発展をリードする非常に優秀な人材を持

続的に輩出するようになる 

 

2012年2月にE-JUSTは初の修士号を修士課程第1期の11名の学生に授与し、その全員が博士課程

に進む予定である。第1期生の残る4名は2012年9月修了に向け論文審査等に備えている。E-JUSTの

活動はまだ緒に就いたばかりではあるが、上位目標の達成に向けて進展しつつあると言える。 
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第３章 評価5項目に照らした評価結果 
 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高いと言える。 

プロジェクトはエジプト政府並びに高等教育省の政策や計画に合致し、また日本政府やJICAの

エジプト国に対する援助方針や計画とも合致する。計画・国際協力省並びに高等教育省の両大臣

ともに「E-JUSTは戦略的に大切で、プライオリティの高いプロジェクトである。政府の形態が変

わっても、問題なく政府としてコミットしていく」と言明されたことは、エジプト―日本間の相

互信頼と協力が継続される証であろう。 

E-JUSTは2010年に小さな一歩を踏み出し、その後実用的な工学教育や研究を行うトップレベル

の機関として、「頭脳流出」を「頭脳獲得」への構造転換をめざして、確実に歩を進めている。す

なわち、日本の工学系高等教育から学ぶことにより、研究室を中心とする講座制や研究プロジェ

クトをベースとした教育方法などによる「研究中心教育」を行い、高い研究能力・応用力・チー

ムワークをもつ人材育成を達成しつつある。このような日本の工学系高等教育の優位性はエジプ

トの教育界に理解され、根付くものと期待される。 

 

３－２ 有効性 

プロジェクト内での有効性は高いが、プロジェクトがコントロールすることができない要因（エ

ジプト政府判断事項等）のために有効性を低くしている点が存在する。そのため全体としての有

効性は「中」程度と言える。E-JUSTは研究論文や会議での発表などの形で学術成果を出している

が、経営や事務処理システムについては改善の余地が多くある。NAQAAEの認証に必要となる条

件の1つが大学キャンパスであり、新キャンパスの建設までは認証取得は困難である。 

E-JUSTは研究論文や会議での発表などの形で学術成果を出しており、教員1人当たりの論文数に

ついて、このペースを守っていけば、エジプト内のトップ5にランキングされるであろう。 

現時点で、プロジェクト目標達成を阻害する2つの要因が発現している。1つは若い世代に品質

の高い教育を提供するための新キャンパスの建設の遅れであり、もう1つはE-JUSTの法的立場を明

確にする特別法が成立していないことである。 

技術職員の採用やその訓練、経営や事務処理システムについての改善、産業界とのより強度な

連携なども必要である。 

なお、プロジェクトを2つのステージに分けたことはエジプト、日本双方の関係者がプロジェク

ト目標を明確にするために効果があったと判断される。 

 

３－３ 効率性 

プロジェクト内の効率性は高いが、プロジェクトがコントロールすることができない未達成要

因が存在するため、全体の効率性は「中」と言える。 

日本からの投入は適切にタイムリーにもたらされているが、エジプトからの投入とコミットメ

ントについては、キャンパスの建設や政府予算の制限から適切な職員が雇用されていないなどの

外部要因に起因する理由から、すべてが計画どおりとは言えない。 

研究に係る成果は着実に上がっている一方、経営に係る成果については改善の余地が大きい。

その原因は、経営層、事務職員、技術職員が不足しているためである。特に総務担当副学長ポス
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トが空席となっている影響は大きい。 

産業界との連携については、産業界あるいはその他の機関から24の研究費を受け取り、7名分の

プライベート奨学金を取得している。一方、冠講座の開設や企業の社員研修等はまだ実施されて

いない。 

 

３－４ インパクト 

現在プロジェクトのインパクトは限られているものの、数年あるいは数十年後には多くの効果

がもたらされると期待できる。実際、いくつかのインパクトが発現している。例えば、エジプト

のいくつかの大学は学生数を絞って、実践的で品質の高い工学教育や研究を開始すべきか検討を

開始している。またエジプトで初めて学長の選出を公募で行ったが、今後のエジプトのグッドプ

ラクティスとして適用拡大が検討されている。 

大学発足からまだ日が浅いにもかかわらず、2011年12月時点で、会議での発表が92件あり、ジ

ャーナルへの掲載受諾された論文数は65件となっている。これはインパクトを与える始まりと考

えられる。 

このようにE-JUSTがエジプトの工学系高等教育の改革に大きなインパクトを与え得るか判断す

るのは困難であるが、いくつかの萌芽が見られる。 

なお、新キャンパスの建設、特別法の成立、NAQAAEの認証の取得など、上位目標が達成され

るためになすべき前提条件がたくさんあり、現状では上位目標が達成されるか予断が許されない。 

 

３－５ 持続性 

プロジェクト内における教育、研究の持続性は高いが、財務や制度などのプロジェクト外の要

因では、現時点で持続性に懸念を生じさせる部分がある。そのため全体の持続性は「中」と判断

される。E-JUSTの重要性は国家レベルの開発政策並びに計画によって担保されている。学術の面

では持続性は確保されつつあるが、組織面並びに財務面での持続性についてはいまだ課題が多い。

さらにE-JUSTの法的位置づけが法律によって確立されていないことも、今後の課題である。 

エジプト政府は「教育・科学研究の発展」はエジプトの経済発展の礎となると固く信じており、

将来にわたって、これが継続されない様子は見られず、政策的な持続性は維持されると判断され

るが、E-JUSTが確固たる教育研究機関として今後も継続するためには、組織としての基盤はまだ

脆弱である。組織構造と経営システムが明確にモデル化され、運用されるようにしていく必要が

ある。また、E-JUSTに係る特別法を可及的速やかに成立させる必要がある。キャンパス建設も一

流の教員・学生や魅力的な教育・研究環境を整備・維持するための最低限の必要条件である。 

 

３－６ 効果発現に貢献した要因 

 （1）TV会議の活用 

E-JUSTと日本の支援大学間の頻繁かつ定期的なTV会議（戦略WG、専攻幹事会合、専攻会

議等）が、日本とエジプト間の緊密なコミュニケーション手段として利用されている。これ

により異なる地点にいる教授陣が積極的に討議に参画するとともに、問題解決に対処するこ

とを可能にしている。（写真1参照） 
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 （2）日本の教員による現地指導 

日本の教員がE-JUSTに滞在し、エジプト人の教員や学生に現地指導を行っている。この方

法により、エジプト側の人材が日本式の教育や研究のやり方をエジプト現地において学ぶこ

とができている。経験豊かな教員の更なる長期間の滞在が望まれている。 

 

 （3）技術部の活動 

技術部は教育研究用機材を専攻共通で使用できるような仕組みを確立するなど効率性、有

効性を高めている。また教員や技術職員の安全に関する認識を高めることに貢献している。 

 

３－７ 問題点及び問題点を引き起こした原因 

 （1）E-JUSTの法的位置づけの未確立 

E-JUSTの法的位置付けが確立されていないことは、必要な経費や人材を政府に要求する際

に、不利な立場におかれることがある。 

 

 （2）新キャンパス建設の遅れ 

新キャンパス建設の遅れにより、プロジェクトはCSAT内の場所や、学生寮を改修して研究

用スペースとしても使わざるを得ない。これは教員側にも学生側にも不便をもたらしている。

（写真4、5、6参照） 

 

 （3）事務職員及び技術職員の採用の遅れ 

いくつかの事務ポストの職員及び技術職員の人材・能力不足は、大学関係者に対して各種

の問題（教員採用や学生募集選考手続きの不備、実験時の安全管理等）を引き起こしてきた。

裏方で献身的に働く人材なしに、大学の運営は立ち行かないため、研究のみならず、これら

事務職員の体制整備も急ぐべきである。 
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第４章 総括 
 

４－１ 結論 

次々に生じる課題や困難にもかかわらず、エジプト並びに日本の関係者の多大な努力に支えら

れて、E-JUSTはエジプトにおけるユニークな研究主体の大学として着実に展開されてきている。

E-JUSTの学術的基礎はある程度固まってきたが、財務や人材などの経営基盤については、より一

層強化する必要がある。 

評価5項目については、妥当性は高いが、有効性、効率性、持続性は「中」である。インパクト

は現時点では結論を出すには時期尚早である。しかしながら、以下に示す提言に対し、適切な方

法で対応していくならば、これらの項目に関する評価は向上していくものと思われる。 

 

４－２ 提言 

本提言については、付属資料1-4 Actions to be Takenにて、責任者、実行者、目標期限等を明確

化し、モニタリングを容易に行えるよう取りまとめた。 

 

 （1）前向きで健全な大学経営 

 規則規律の順守 

E-JUSTは各種の関係者との間で誤解や軋轢が生じないように、大学の内部規則や規律を順

守すべきである。 

 アドミニストレーション機能の強化 

E-JUSTは既存の事務職員に対する訓練を実施し、さらに総務担当の副学長を含めて、有能

な人材を雇用していくべきである。 

 技術部の強化 

技術部は教育研究用機材の利用に関して重要な役割を果たす。したがって、E-JUSTは優秀

な人材をもっと雇用すべきである。 

 教員数の増加 

教員数の増加を図るべきである。特にMTR、IEM、MSEに不足が目立つ。 

 Common Understanding文書の承認 

E-JUSTのUniversity Council（大学評議会）は日・エの共通理解として作成したCommon 

Understanding文書を公文書として承認すべきである。次にその中で重要な内容については

By-laws（規則）に反映する手続きをとるべきである。 

 議事録の共有 

E-JUSTは委員会（council）の議事録を国内支援大学連合（JSUC）と共有をすべきである。 

 

 （2）E-JUSTの外部に対する重要事項の働きかけ 

 新キャンパスの建設 

E-JUSTはキャンパス建設に関して関係省庁と繰り返し議論をしているが、当面のゴールと

して、政府の了解のもと、2012年7月末までに設計会社と契約を締結すべきである。 

 E-JUSTの法的位置づけの確立 

特別に設立されたエジプトの国立大学としてのポジションを法的に確立するため、特別法
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が制定されるべきである。もしくは、既存の国立大学法（Public University Act）の部分改

正に向けて動くべきである。 

 理学士（bachelor’s degrees of science）学生の入学許可 

科学技術大学として、工学と理学の学際的領域の研究を進めるため、現在は認められてい

ない理学部出身学生の入学についてSCUから承認を得るべきである。（2010年2月の時点で

は、高等教育大臣（当時）の了解により、E-JUSTの工学研究科（大学院）へ理学部出身者

の受け入れは可能とされていたが、2011年1月の革命後にSCUにより不可とされたため、

在学している理学部出身者に対し、E-JUSTは工学の学位（修士、博士）は授与できず、当

該学生はE-JUSTの修了証をSCUへ持参し、「理学」の学位（修士、博士）へ書き換えを行

う必要がある） 

 

 （3）理想的な大学モデル構築の努力 

 学生数の増加 

E-JUSTは学生数を増やすために、奨学金を確保するあらゆる可能性を追求し、もって大学

経営の強化をはかるべきである。 

 財務状況の透明化の促進 

E-JUSTは全世界のトップレベルの大学となるため、会計や資産などについて国際標準に従

った透明性の高い管理をすべきである。実際E-JUSTはすでに国際標準に従うために必要な

手段を講じてきたが、今後もこの観点を強化していくことが望まれる。 

 E-JUSTの学術的卓越性の追求 

工学系教育並びに研究の品質の卓越性を確保するため、E-JUSTはユニーク性と強みを明確

にし、世界中から優秀な教員を招聘すべきである。 

 

４－３ 教訓 

今回の中間レビュー調査から得られた教訓を以下に記す。うち2つは特に今後JICAが新設大学に

対して協力を行う際に参考となるものである。最後の1つは特定の分野に限らず、中間レビュー以

降の評価調査全般において参考となるものである。 

 

 （1）関連する法律制定の確認 

新設大学に対する協力に際しては、その大学の設立根拠となる法令や運営のあり方を示し

た法律が制定された後に、協力を開始することが望ましい。現在、E-JUSTは大統領令によっ

てその存続は保障されているものの、運営面における諸規定は明確でなく、複数存在する大

学関係法のどれに依拠するかが決まっておらず、E-JUSTの新規性と独自性を確保するため、

新たにE-JUST法を制定することが望まれている。二国間協定及び大統領令により、E-JUST理

事会が意思決定最高機関であり、学内規則であるBy-Lawsを承認しているが、状況によっては、

既存の法律・ルール（国立大学法や政府機関としての規定など）との調整が必要となってい

る。このことが世界クラスの研究大学をめざすE-JUSTにとって障害となっている。すなわち、

開学以来必要な予算（特に運営費や研究資金等）を政府から計画どおりに得ることができな

い状況が続いている。 

E-JUST学長は法令化に向けて同省、計画・国際協力省、SCU等と度重なる折衝を行ってい
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るが、当面続く政治的不安定さ（2012年6月末に大統領選挙が行われる予定）と相まってその

見通しは依然として不透明である。 

本案件の事前評価報告書には「エジプト政府はE-JUSTを従来の国立大学とは異なる新たな

法律に基づき、独立的な大学として設置予定」であると記載されているが、その法律の制定

については第1ステージ及び第2ステージのPDMの「前提条件」には明記されていない。 

総じて同国には組織内に有能な中間管理・事務職員が見当たらず、信頼できる情報提供者

が少ないことから、JICAが関連法令の有無やその制定に係るプロセスや所要期間を事前に正

確かつ詳細に把握することは困難であったと思われる。しかしそうした事情を抱える国であ

ればこそ、より一層慎重な態度で接することが肝要である。もとより本案件は「日本」とい

う国名を冠した外国大学に対する協力であり、その成否はエジプト及び周辺国の人々のわが

国に対する心象にも大きな影響を与えうるものである。 

今後同様な性格を持つ案件の実施に際しては、当該高等教育機関の設立や運営に関する法

制度が確立されるのを確認することによって、開始後に生じうる活動の遅延や停滞といった

リスクを大幅に軽減することができると思料される。 

 

 （2）アドミニストレーションを含めた協力の実施 

新設大学にとって開学後数年間は極めて重要である。その間にどれだけの実績を示せるか

がその後の発展を左右するといっても過言ではない。実績とは、優秀な人材の育成・輩出で

あり、彼らが教員と共同で行う研究成果の産出（学会発表、論文掲載等）である。こうした

教育、研究を盛り立てていくのがアドミニストレーションであるが、E-JUSTではその部分が

弱く、エジプト国内の他の組織と同様、中間管理・事務職員の能力は低い水準にある。ある

いはエジプト側に優秀な人材を採用し育成する機運に欠いているところがある。一例を挙げ

れば（個人攻撃では決してないことを断っておくが）、人事戦略の立案・実現を担当する同大

学の役職者はもともと人事に必要な経歴を備えている人物とは思われず、現時点では学長の

秘書あるいはメッセンジャーとして、指示されたことをこなしているだけのように見受けら

れることがある。その他、職員採用は公募形式でありつつも縁故者が一部で採用されている

との声も聞かれ、透明性の確保が必要である。 

E-JUST創設以来、日本は教育・研究面においてエジプト側の自助努力を支援してきたが、

アドミニストレーションを含め、今後も想定内外の困難が待ち受けているものと思われる。

ここで一口にアドミニストレーションといっても、大学全体の将来構想を練ることから、予

算の確保の獲得・執行、人事、会計処理、産業界との連携強化、さらには日常の連絡・報告

等の雑務に至るまで幅広い領域にまたがる。しかしE-JUSTが一流の大学になるためには規律

ある組織風土を醸成することは不可欠であり、その点では日本側もアドミニストレーション

を含む協力に本腰を入れて取り組まざるをえない状況にあるといえる。今後の新設大学への

協力にあたっては、教育・研究のみならず、アドミニストレーション、更にはマネジメント

（大学経営）の領域まで含めて考える必要がある。 

 

 （3）PDM記載事項の説明 

今回の中間レビュー調査では既存のPDMに沿って評価を行うとともに、プロジェクトの現

状にかんがみてPDMの改訂案を作成しミニッツに添付した。その過程において、PDMに記載
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された項目や指標の意味を理解することが困難なものもあった。 

JICAの事業においては、後々の関係者らがスムーズに業務を遂行できるよう、今後の事前

評価調査や詳細計画策定調査においては、どのような背景で、どのような意図をもってPDM

の項目や指標を設定したのかについて解説しておく（具体的には報告書に記載しておく）こ

とが望ましい。 

 

４－４ PDM改訂案 

本プロジェクトは第2ステージとして活動しており、今回の中間レビューは当該ステージのPDM

を用いて評価を行った。本PDMの指標の一部や外部条件に関し、プロジェクトの進展に伴い、成

果やプロジェクト目標を適切に表さないものが含まれるため、調査団にて改訂案を検討し、エジ

プト側へ説明を行った。指標の改訂案のポイントは以下のとおり。なお、PDMの改訂には別途ミ

ニッツ署名等の手続きを行う必要がある。 

 

 （1）プロジェクト目標の指標 

現2：開講したばかりのE-JUSTにとって、2013年の時点でNAQAAEの認証を得ることは現実的

ではなく、またプロジェクト目標に直結しないと考えられるため削除する。 

案2：プロジェクト目標である基本コンセプトを尊重するための指標として、日本側とエジプ

ト側教員で共有されている“共通理解文書（Common Understanding）”を、公式文書とし

て扱うことを記載した。具体的には、共通理解文書を更新するたびに、University Council

にて承認を行うことを確認していく。 

 

 （2）成果1の指標 

現1-2：国際レベルの会議での発表と国際的ジャーナルへの掲載とでは、難易度がことなるた

め分割する。 

新1-2：国際ジャーナルへの掲載数を指標とした。 

新1-3：国際会議での発表数を指標とした。 

新1-4：国際レベルの研究能力の指標として、外部研究資金の獲得を指標に含めた。 

 

 （3）成果2の指標 

現2-1：研究中心教育（On the Research Training/Education：ORT）の定義が明確でないことか

ら指標より削除する。（指標としては明確ではないが、実践的な教育として種々の取り

組みは行われている。 

現2-2：同上 

 

 （4）成果3の指標 

新3-1：技術職員の能力向上を図る指標として、組織としての“技術部”が機能すべきである

ことを指標として含めた。 

 

 （5）成果4の指標 

現4-2：産業界との連携は始まったばかりであり、2013年の時点でデータベースを構築る意義
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が弱いため削除する。 

現4-4：2013年の時点で、産業界の人物による講義を実施する意義が弱いため削除する。 

現4-5：2013年の時点で、産業界のための訓練コースを実施する意義が弱いため削除する。 

新4-1：全体人数が限られるなか、Divisionという組織を構築するには時期尚早のため、Task 

Teamと表現を変更した。 

 

 （6）成果5の指標 

現5-1：E-JUSTの中期計画はBOTで議論されていない段階であるため、評価困難として削除す

る。 

現5-2：プロジェクト目標の2の指標と同一であるため削除する。 

新5-1：E-JUST幹部と職員の能力向上を図る指標として、定員充足を含めた。 

新5-2：職員採用と能力向上計画を含めた。 

新5-3：エジプトと国際基準による会計運営を含めた。 

新5-4：長期財務計画の策定を含めた。 

 

 （7）成果6の指標 

現6-2：2013年の時点で中東、アフリカから留学生を就学させるのは時期尚早であるため削除

する。 

新6-3：外部へ情報発信を積極的に進める前提として、学内委員会の議事録を、日本側関係者

と共有することを指標に追加した。 

 

 （8）成果の外部条件 

新：E-JUSTの法的位置付けを確立することを、成果の外部条件に追記した。 

 

 （9）活動の前提条件 

新：組織名称の変更により、国立ムバラクシティ研究所（Mubarak City for Scientific Research and 

Technology Applications：MuCSAT）をCSATへ表記を変更した。 
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